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一般廃棄物会計基準 
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一般廃棄物会計基準とは 

 
 

環境省が平成19年６月に公表 

 「一般廃棄物会計基準」とは、一般廃棄物処理
事業に係るコスト分析の標準的手法を示すもの 
コスト分析の対象となる費用の定義 
減価償却方法 等 

廃棄物会計基準に基づいて原価等を算出するた
めの支援ツール・同マニュアルを環境省ホームペー
ジよりダウンロードできる 

 
 
環境省ホームページ http://www.env.go.jp/recycle/waste/tool_gwd3r/ac/index.html 

①一般廃棄物会計基準 
②支援ツール（エクセル） 
③支援ツールマニュアル 
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一般廃棄物会計の目的 

廃棄物会計基準の目的には、以下の二つがあります。 
  

①外部公表目的 
一般廃棄物会計基準に従って作成した一般廃棄物処
理事業の財務諸表を公表することで社会に対する説明
責任を果たす。 

 
②内部管理目的 

一般廃棄物会計を一般廃棄物処理事業の管理ツール
として利用することによって、一般廃棄物処理事業の効
率化を図る。 



一般廃棄物会計基準では、対象となる費目の定義や共通経費等の配賦方
法、減価償却方法等のコスト分析に関する標準的な分析手法を示している。
これを活用して、住民や事業者に対して一般廃棄物処理に係る費用を示す
ことができる。 
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ステークホルダ―への説明における活用例（1/2） 
活用例①住民へのごみ処理に係る費用を公表 
   ⇒住民のごみ処理に関する関心を集めるために、１人当たりの原価

や１世帯当たりの原価等、住民にわかりやすい形で公表する。 

１人当たりの原価 
●●●円/人 1世帯当たりの原価 

●●●●円/世帯 



30 

ステークホルダ―への説明における活用例（2/2） 

活用例②収集区分・収集頻度の変更 

   ⇒収集区分や収集頻度変更後の費用を試算し、変更前と変更後にお
ける費用の違いをわかりやすい形で公表する。 
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収集運搬部門 中間処理部門 最終処分部門

部門毎の費用
費用（万円／年）

0
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2,000
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3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

収集運搬部門 中間処理部門 最終処分部門

部門毎の費用
費用（万円／年）

＜変更前＞ ＜変更後＞ 

収集区分や収集頻度の変更によ

り、収集運搬部門の費用を削減 



38.00 

16.00 

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

家庭系 事業系

可燃ごみの発生量あたりの総原価（円/kg）

一般廃棄物会計基準では、廃棄物の種類ごとに原価を算出することができ
るため、有料化を検討する際の資料として活用できる。 
廃棄物種類ごとの費用・原価を把握した上で、原価に対する割合を設定すれ
ば、手数料を設定できる。 
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有料化の料金設定の根拠としての活用例 
活用例①有料化の料金設定に活用 
   ⇒廃棄物種類ごとの総原価を算出することにより、ごみ袋や持ち込

み手数料の料金設定に活用 

家庭系ごみの指定袋の料金を、原価の1割
＋指定袋の作成費用と設定した場合 
 ＜原価の１割＞ 

38円/kg × 1割 ＝ 3.8円/kg 
＜45リットル用の袋の場合＞ 

45ℓを可燃ごみの嵩密度「4.09ℓ/kg」を
基に、重量に変換 

45ℓ × 1/(4.09 ℓ/kg)  ＝ 11.0 kg 
11.0kgの場合 

3.8円/kg × 11.0 kg ＝ 41.8円 
 ⇒45ℓあたり「41.8円」 
 家庭系ごみの指定袋（45ℓ）の料金を、
原価の1割に指定袋の作成費用（1袋あた
り8円）を上乗せして、「50円（42円＋8
円）」と設定 

事業系ごみの持ち込み手数料を、
原価の8割と設定した場合 
 ＜原価の8割＞ 

16円/kg × 8割 ＝ 12.8円
/kg 
＜10kgあたりの手数料の場合＞ 
10kgの場合 

12.8円/kg ×10kg ＝ 128円 
 ⇒10kgあたり「128円」 
 事業系ごみの持ち込み手数料を原
価の8割とし、10kgあたりの持ち込
み手数料を「128円」と設定 

収集運搬部門の費用 
中間処理部門の費用
最終処分部門の費用 

中間処理部門の費用
最終処分部門の費用 
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有料化導入の効果検証の活用例 
活用例②有料化導入の効果検証に活用 
   ⇒有料化導入前後の排出量や１t当たりの原価、１人当たりの原価等を比較す

ることで、ごみ削減量だけでなく費用面での効果検証に活用する。 

135,000
140,000
145,000
150,000
155,000
160,000
165,000
170,000
175,000
180,000
185,000

2009年 2010年 2011年

燃やすごみの排出量（t）

有料化の導入 

ごみ削減効果により、1人当たり
の原価は低くなっています。 

有料化の導入 



「原価計算書」に加え、「行政コスト計算書」や「資産・負債一覧」を保有施設
（資産）の有効活用、更新や修繕の計画的な実施に活用できる。また、事業
体制の見直しにも活用することができる。 
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ごみ処理基本計画等の策定や事業体制の見直しにおける
活用例（1/2） 

活用例①保有施設の効率的な活用、更新・修繕計画の検討に活用 
   ⇒施設ごとの原価を算出することにより、より効率的な施設でより多くの処

理を行う等の検討に活用する。 

焼却施設A 

原価：30円/kg 
処理量：20t 
処理容量：30t 

焼却施設B 

原価：35円/kg 
処理量：20t 
処理容量：30t 

焼却施設A 

原価：30円/kg 
処理量：25t 
処理容量：30t 

焼却施設B 

原価：35円/kg 
処理量：15t 
処理容量：30t 

より効率が良

いA施設での処

理量を増やす

ことで、費用

を削減 
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①燃やすごみ（円/年）
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人件費
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車両の物件費

（円/年）

施設の物件費

（円/年）

その他共通的物件費

（円/年）

経費

（円/年）

①燃やすごみ（円/年）
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ごみ処理基本計画等の策定や事業体制の見直しにおける
活用例（2/2） 

活用例②焼却施設の事業体制の変更の検討に活用 

   ⇒現状の費用に対して、事業体制を変更した場合の費用を試算し、事業体制
の見直しに活用する。 

＜変更前＞ ＜変更後＞ 

PFI等を導入することに

より費用を削減 
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自治体での公表例～いわき市～ 
いわき市では、平成19～22年度において一般廃棄物会計基準に基づく財務書類一
式を作成し、公表しています。 
さらに、総費用や部門別費用、1kgあたり原価について平成19～22年度における
経年変化を表及びグラフで公表しています。 

https://www.city.iwaki.fukushima.jp/dbps_data/_material_/localhost/05_seikatsu/1020/genka.pdf 
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自治体での公表例～川越市～ 
川越市では、平成19年度より一般廃棄物会
計基準に基づく財務書類（原価計算書）を
作成しています。 
算定結果については、５か年分を公表して
います。 

http://www.city.kawagoe.saitama.jp/www/contents/1359003240139/index.html 
http://www.city.kawagoe.saitama.jp/www/contents/1390370144240/files/H24seisou.pdf 
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自治体での公表例～千葉市～ 
千葉市では一般廃棄物会計基準に基づいて作成した平成23年度のごみ処理経費を
公表しています。 
部門毎、廃棄物種類毎の経費に加え、指定袋１袋あたりのごみ処理費用を公表し
ています。 

http://www.city.chiba.jp/kankyo/junkan/haikibutsu/download/gomishorikeihi23-20130607.pdf 



 
 

38 

自治体での公表例～熊本市～ 

熊本市では、一般廃棄物会計基準に基づき算定した平成18年度～平成21年
度のごみ処理経費を「熊本市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（平成23年3
月）」において公表しています。 

http://www.city.kumamoto.kumamoto.jp/content/web/asp/kiji_detail.asp?ID=9673&mid=5&LS=40 
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一般廃棄物会計基準における財務書類の構成 

①原価計算書 
（一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書） 
 

②行政コスト計算書 
（一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書） 
 

③資産・負債一覧 
（一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧） 

一般廃棄物会計基準に係る財務書類は、以下に示す３つの財務書類
から構成されています。 
 

 

３つの財務書類をすべて作成しなくてはいけないということではなく、
作成主体が作成する財務書類を選択することができます。 
 例：原価計算書のみ作成 行政コスト計算書のみ作成 
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原価計算書の概要 

対象期間（1年間）に、収集運搬した一般廃棄物・直接搬入された一般廃棄物の収集
運搬・中間処理・資源化・最終処分が対象。 

一般廃棄物種類ごとに、対象期間に要した費用・得られた収益・原価を整理。 

原価は、部門（収集運搬・中間処理・資源化・最終処分）ごとに部門取扱量あたりの費
用で表現。単位は、円／kg。 

燃やすごみの収集運搬部門原価＝ 
燃やすごみの収集運搬に要した費用 

燃やすごみの収集運搬量 

一般廃棄物の処理そのものに係る費用が対象。 
一般廃棄物の種類ごとに費用・原価を算出できる点が特徴。 
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【原価計算書の書式】 

対象年度： 2010年度 (平成22年度)
①
燃
や
す
ご
み

②
燃
や
さ
な
い
ご
み

③
粗
大
ご
み

④
ア
ル
ミ
缶

⑤
ス
チ
ー

ル
缶

⑥
無
色
の
ガ
ラ
ス
製
の
容
器

⑦
茶
色
の
ガ
ラ
ス
製
の
容
器

⑧
そ
の
他
の
ガ
ラ
ス
製
の
容
器

⑨
リ
タ
ー

ナ
ブ
ル
び
ん

⑩
ペ

ッ
ト
ボ
ト
ル

⑪
白
色
ト
レ
イ

⑫
プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
製
容
器
包
装

⑬
紙
製
容
器
包
装

⑭
紙
パ

ッ
ク

⑮
段
ボ
ー

ル

⑯
古
紙

⑰
古
布

⑱
生
ご
み

⑲
そ
の
他
の
資
源
ご
み

⑳
そ
の
他
の
ご
み

全
廃
棄
物
種
類

＜原価＞
収集運搬部門原価
（円/kg-収集運搬量)

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

中間処理部門原価
（円/kg-中間処理投入量)

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

最終処分部門原価
（円/kg-最終処分投入量)

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

資源化部門原価
（円/kg-資源化投入量）

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

［参考］
＜費用＞

収集運搬部門費
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

中間処理部門費
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

最終処分部門費
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源化部門費
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

作業部門費合計
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管理部門費
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

費用合計
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

［参考］
＜収益＞

収益合計
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書（総括表）
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行政コスト計算書の概要 

市町村が行う「一般廃棄物処理（原価計算書の対象）」を含む、一般
廃棄物の処理に関する事業について、対象期間に要した費用及び得
られた収益を表したもの。 

  →廃棄物種類ごとではなく、廃棄物処理全体に係る費用等を整理 

 

「原価計算書」で対象とした費用に加え、「一般廃棄物処理を円滑に
実施するための費用」を管理部門の経常業務費用として計上。 
 

行政コスト計算書の対象 

 

 

 

原価計算書の対象 

 

一般廃棄物処理を円滑に
実施するための費用 
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一般廃棄物処理を円滑に実施するための費用の例 

ごみ処理基本計画、分別収集計画などの各種計画策定に 
要する費用 

一般廃棄物処理業の許可、一般廃棄物処理施設の許可の 
業務に係る費用 

一般廃棄物排出事業者に対する指導・管理に係る費用 

広報・普及啓発に係る費用 

リサイクルセンターのうち、広報・普及啓発に係る費用 

不法投棄防止対策に係る費用 

一部事務組合の議会に係る費用、監査に係る費用 

閉鎖した最終処分場の維持管理に係る費用 

行政コスト計算書の概要 
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【行政コスト計算書の書式】 

対象年度： 2010年度 (平成22年度) （単位：円）
（１）経常費用

経常業務費用
＜収集運搬部門＞

大項目 小項目
①人件費 0
②物件費 0

委託料もしくは組合負担金 0
車両に係る物件費 0
施設に係る物件費 0
車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費 0
その他共通的物件費 0

③経費 0
合計 0

＜中間処理部門＞
大項目 小項目

①人件費 0
②物件費 0

委託料もしくは組合負担金 0
車両に係る物件費 0
施設に係る物件費 0
その他共通的物件費 0

③経費 0
合計 0

＜最終処分部門＞
大項目 小項目

①人件費 0
②物件費 0

委託料もしくは組合負担金 0
車両に係る物件費 0
施設に係る物件費 0
その他共通的物件費 0

③経費 0
合計 0

＜資源化部門＞
大項目 小項目

①人件費 0
②物件費 0

委託料もしくは組合負担金 0
車両に係る物件費 0
施設に係る物件費 0
その他共通的物件費 0

③経費 0
合計 0

＜管理部門＞
大項目 小項目

①人件費 0
②物件費 0
③経費 0
④一般廃棄物の処理を円滑に実施するための各種施策に係る費用 0

合計 0

＜その他＞
大項目 小項目

その他費用 0
0
0
0
0
0

一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書

経常移転支出
大項目

①扶助費等支出 0
②補助金等支出 0
③その他の経常移転支出 0

合計 0

経常費用合計（総行政コスト）
合計 0

（２）特別損失
大項目 小項目

特別損失 0

（３）経常収益
経常業務収益

大項目 小項目
①業務収益 0

自己収入 0
その他の業務収益 0

②業務外収益 0
受取利息等 0
その他の業務外収益 0

合計 0

経常移転収入
大項目

経常移転収入 10

その他収益
大項目 小項目

その他収益 0
0
0
0
0

0

0

経常収益合計

合計 10

※注記
大項目 小項目

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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一般廃棄物会計基準活用時のポイント 
 

全国都市清掃会議による原価計算の手引きを元にした各自治体
による原価・費用等の計算方法（以下、自治体独自方式）と大きく
異なるものではありません。 

廃棄物会計基準と自治体独自方式で、以下の点が異なっていると
いう事例があります。 

 ・減価償却方法（期間・残存価値） 

 ・対象とする費目（普及啓発費用等） 

 ・収入控除の有無（資源売却収入） 

 ・退職給付引当金繰入額相当額算入の有無 
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